
（平成２３年６月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認旭川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



旭川厚生年金 事案 828            

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失日に係る

記録を平成 14年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 50万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年 12月 31日から 14年１月１日まで 

昭和 49年３月１日に株式会社Ａに入社し、平成 13年 12月 31日までＢ担

当として勤務していたので、申立期間についても厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び事業主の回答から、申立人は、株式会社Ａに平成

13年 12月 31日まで勤務していたことが確認できる。 

そして、事業主は、当該事業所では、厚生年金保険料を当月の給与から控除

していたと回答しているところ、申立人から提出のあった平成 13年 12月の給

料支払明細書から、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 13年 12月の給料支払明細

書の厚生年金保険料控除額から、50万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても、納付していないこ

とを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 13年 12月の

厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険



料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

  



旭川厚生年金 事案 829    

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭

和19年４月18日、資格喪失日は20年８月20日であると認められることから、

申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については 30円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年４月 18日から 20年８月 20日まで 

昭和 19年３月頃からＣ株式会社（適用事業所名称は、Ａ株式会社Ｂ工場）

で、Ｄ担当としてＥ業務をしていた。同じＤ担当の同僚の名前を記憶してお

り、厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できないので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者台帳には、申立人と同姓同名

で生年月日が一致しており、同事業所において昭和 19年４月 18日に資格を取

得したとする被保険者記録が存在し、基礎年金番号に統合されていないことが

確認できる。 

また、申立人が名前を記憶していた同僚二人についても、Ａ株式会社Ｂ工場

に係る厚生年金保険被保険者台帳により、昭和 19年４月 18日に被保険者資格

を取得したことが確認できるところ、このうち連絡の取れた一人からは、「Ｃ

株式会社の入社と退社は申立人と一緒だった。」との証言を得ていることから、

申立人が同社に勤務していたことが認められ、前述の統合されていない厚生年

金保険被保険者記録は、申立人の記録であると判断することができる。 

さらに、前述の厚生年金保険被保険者台帳には、申立人及び同僚二人の資格

喪失日の記載は無く、「火災類焼のため名簿照会不可能」と記載されているこ

とが確認できるものの、申立人は、「終戦日の数日後に帰省した。名前を記憶



している二人も一緒だった。」と述べており、オンライン記録では当該同僚二

人の資格喪失日は昭和 20年８月 20日となっていることから、申立人の資格喪

失日も、当該同僚二人と同日とすることが妥当である。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 19年４月 18日に厚

生年金保険被保険者資格を取得し、20年８月 20日に資格を喪失した旨の届出

を社会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 
また、当該期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人のＡ株式会

社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者台帳の記録から 30円とすることが妥当

である。 

  



旭川厚生年金 事案 830          

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａに係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 58年４月１

日、資格喪失日が平成 14年１月１日とされ、当該期間のうち、13年 12月 31

日から 14年１月１日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、

申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資

格喪失日を同年１月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 36万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年 12月 31日から 14年１月１日まで 

勤務していた株式会社Ａが資格喪失年月日を誤って記載し、社会保険事務

所（当時）に提出したため、申立期間の厚生年金保険の記録は、厚生年金保

険法第 75 条に該当し、年金額の計算に反映されないとのことであるが、平

成 13 年 12 月 31 日まで継続して勤務していたので、申立期間についても年

金額の計算の基礎となる厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の株式会社Ａに係る厚生年金保険の被保険者記録は、資格取得日が昭

和 58年４月１日、資格喪失日が平成 14年１月１日とされ、当該期間のうち、

13 年 12 月 31 日から 14 年１月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録

されている。 

しかしながら、雇用保険の加入記録及び事業主の回答から、申立人は、株式

会社Ａに平成 13年 12月 31日まで勤務していたことが認められる上、同社を



同日付けで退職した同僚の給料支払明細書において、同年 12月分の厚生年金

保険料が控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおける平

成 13年 11月のオンライン記録から、36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所に対し誤って提

出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認め

ていることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 13年 12月の厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  



旭川厚生年金 事案 831         

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａに係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 58年４月１

日、資格喪失日が平成 14年１月１日とされ、当該期間のうち、13年 12月 31

日から 14年１月１日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、

申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社における資

格喪失日を同年１月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 30万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年 12月 31日から 14年１月１日まで 

勤務していた株式会社Ａが資格喪失年月日を誤って記載し、社会保険事務

所（当時）に提出したため、申立期間の厚生年金保険の記録は、厚生年金保

険法第 75 条に該当し、年金額の計算に反映されないとのことであるが、平

成 13 年 12 月 31 日まで継続して勤務していたので、申立期間についても年

金額の計算の基礎となる厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の株式会社Ａに係る厚生年金保険の被保険者記録は、資格取得日が昭

和 58年４月１日、資格喪失日が平成 14年１月１日とされ、当該期間のうち、

13 年 12 月 31 日から 14 年１月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録

されている。 

しかしながら、雇用保険の加入記録及び事業主の回答から、申立人は、株式

会社Ａに平成 13年 12月 31日まで勤務していたことが認められる上、同社を



同日付けで退職した同僚の給料支払明細書において、平成 13年 12月分の厚生

年金保険料が控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおける平

成 13年 11月のオンライン記録から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の資格喪失に係る届出を社会保険事務所に対し誤って提

出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認め

ていることから、社会保険事務所は、申立人に係る平成 13年 12月の厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



旭川厚生年金 事案 832  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 11月から 53年７月 21日まで 

Ａ新聞の職業紹介欄を見て、Ｂ株式会社に入社し、昭和 51 年 11 月から

53年７月 21日まで勤務していたと思う。 

現在の職場のお客さんで、Ｂ株式会社に勤務していたことがある方と話

した際に、その方は「１か月しか働いていなかったが、厚生年金保険は掛

かっていた。」と言っていた。 

Ｂ株式会社で勤務していた期間に厚生年金保険の加入記録が無いのはお

かしいと思うので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から、申立人が申立期間当時にＢ株式会社に勤務してい

たことは認められる。 

しかしながら、前述の同僚の証言からは、申立人の勤務期間を特定するこ

とはできない上、申立人は、申立期間当時の同僚の名前を名字しか記憶して

いないことから特定することができず、申立人の勤務期間を確認できる証言

は得られなかった。 

また、申立期間当時、経理を担当していた当時の事業主の妻は、「男性は

全員が厚生年金保険に加入していたが、女性は本人の希望により、加入しな

い場合もあった。」と回答しており、Ｂ株式会社では、従業員全員を厚生年

金保険に加入させる取扱いではなかったものと考えられる。 

さらに、Ｂ株式会社は昭和 53 年７月 21 日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、申立期間当時の事業主は既に死亡していることから、申

立人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況等について確認す



ることができない上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の整理

番号に欠番も無いことから、社会保険事務所（当時）において、申立人の記

録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人はＡ新聞の職業紹介欄を見て、Ｂ株式会社に入社したと主

張しているが、Ｃ市中央図書館が保管する同新聞のマイクロフィルム（昭和

50 年 10 月から 51 年 11 月発行分まで）の職業紹介欄には、同社の求人に係

る記載を見つけることはできず、申立人の勤務期間及び雇用形態等を確認す

ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は得られなかった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



旭川厚生年金 事案 833  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年３月１日から同年６月 20日まで 

    昭和 32 年３月頃からＡ株式会社にＢ業務の担当者として勤務し、厚生年

金保険に加入していた。 

    厚生年金保険の加入記録は昭和 32 年６月 20 日からとなっているため、

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が名前を挙げた同僚の回答から、申立人が、厚生年金保険の加入記

録のある昭和 32 年６月 20 日より前から、Ａ株式会社に勤務していたことは

うかがえる。 

   しかしながら、当該同僚は、申立人の勤務開始時期は分からないと回答し

ている上、申立人が、申立期間当時、仕事の内容や雇用形態等が同じであっ

た同僚として名前を挙げた別の二人は居所不明であり、申立人の勤務開始時

期を特定できる証言を得ることはできなかった。 

また、申立人が、自分が入社した昭和 32 年３月頃には、既に勤務してい

たとする二人の同僚についても、愛称のみの記憶であり氏名は不詳であるこ

とから特定することはできなかった。 

さらに、申立人が、昭和 32年５月の連休明けに入社してきたとする別の同

僚二人についても、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人が記憶する当該二人と同姓の被保険者の加入記録は確認でき

ないことを踏まえると、同社では、申立期間当時、全ての従業員について、

入社当初から厚生年金保険に加入させる取扱いとはしていなかったことがう

かがえる。 

加えて、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によれば、申立人に係

る記号番号「＊」の払出年月日は、申立人と同時期に厚生年金保険の被保険

者資格を取得している同僚と同日の昭和 32 年６月 28 日であることが確認で



き、申立人のＡ株式会社における被保険者資格の取得日に不自然さは無い。 

その上、Ａ株式会社は、昭和 32 年６月 25 日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、申立期間当時の事業主も居所不明であることから、申

立人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況等について、確認

することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



旭川厚生年金 事案834   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和45年５月26日から46年12月１日まで 

    昭和45年５月26日から46年12月１日まで、Ａ株式会社でＢ担当の仕事を

しており、厚生年金保険に加入していたものと考えていた。 

    申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶していた同僚の証言及び申立人の戸籍の附票（昭和45年５月

26日、Ｃ市Ｄ区Ｅ町＊）から、期間は特定できないものの、申立期間当時、

申立人がＡ株式会社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所となった記録は見

当たらない上、申立人が記憶していた前述の同僚は、「申立人は、昭和45年

５月頃から勤務していたと思うが、まだ会社は設立途中で、（社員は）各人

で国民健康保険に入っていたと思う。給与から厚生年金保険料を引かれてい

た記憶は無い。」と回答しており、当該同僚にも同社での厚生年金保険の被

保険者記録は確認できない。 

   また、申立人は、社長を含む上司及び同僚として別の４人の名前を記憶し

ているが、このうち３人には、Ａ株式会社における厚生年金保険の加入記録

は確認できない上、残りの一人は名字のみの記憶のため特定することができ

なかった。 

さらに、Ａ株式会社は、商業登記簿謄本から、平成８年６月１日に解散し

ていることが確認できる上、申立期間当時の取締役は死亡等により照会でき

ず、申立内容を裏付ける証言等を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


